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○ 地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例（条例第34号） 

１ 次に掲げる条例について、地方自治法（昭和22年法律第67号）の一部改正による条項の移動に伴い、必要な規定

の整理を行うこととしました。（第１条および第２条関係） 

(1) 滋賀県知事等の損害賠償責任の一部免責に関する条例（令和２年滋賀県条例第４号） 

(2) 滋賀県公営企業の設置等に関する条例（昭和43年滋賀県条例第22号） 

(3) 滋賀県病院事業の設置等に関する条例（昭和51年滋賀県条例第18号） 

(4) 滋賀県モーターボート競走事業の設置等に関する条例（平成28年滋賀県条例第63号） 

(5) 滋賀県琵琶湖流域下水道事業の設置等に関する条例（平成30年滋賀県条例第43号） 

２ この条例は、令和６年４月１日から施行することとしました。 

○ 滋賀県職員等の給与等に関する条例等の一部を改正する条例（条例第35号） 

１ 次に掲げる条例について、新型インフルエンザ等緊急事態派遣手当を廃止し、新たに特定新型インフルエンザ等

対策派遣手当を支給することとしました。（第１条から第３条まで関係） 

(1) 滋賀県職員等の給与等に関する条例（昭和32年滋賀県条例第27号） 

(2) 滋賀県企業職員の給与の種類および基準に関する条例（昭和43年滋賀県条例第24号） 

(3) 滋賀県病院事業に従事する企業職員の給与の種類および基準に関する条例（平成17年滋賀県条例第112号） 

２ この条例は、新型インフルエンザ等対策特別措置法及び内閣法の一部を改正する法律（令和５年法律第14号）の

施行の日から施行することとしました。 

○ 滋賀県税条例および滋賀県産業廃棄物税条例の一部を改正する条例（条例第36号） 

１ 滋賀県税条例（昭和25年滋賀県条例第55号）の一部改正 

(1) 個人の県民税 

ア 肉用牛の売却による事業所得に係る課税の特例について、適用期限を令和９年度分の個人の県民税まで延長

することとしました。（第１条による改正後の付則第６条関係） 

イ 特定中小会社が発行した株式に係る譲渡損失の繰越控除等の対象に、一定の所得割の納税義務者が払込みに

より取得をした一定の株式会社の設立特定株式を加えることとしました。（第１条による改正後の付則第14条

の３関係） 

(2) 自動車税 

ア 環境性能割の税率について、令和６年１月１日以後の適用範囲に係る燃費性能に関する要件等を見直すこと

としました。（第１条による改正後の第66条関係） 

イ 環境性能割の税率について、令和７年４月１日以後の適用範囲に係る燃費性能に関する要件等を見直すこと
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としました。（第２条による改正後の第66条関係） 

ウ 非課税対象車等に係る環境性能割について、国土交通大臣の認定等の申請をした者等の不正行為に起因し環

境性能割の不足額が発生した場合の当該者が納付すべき環境性能割の額は、当該不足額に100分の35（現行100分

の10）の割合を乗じて計算した金額を加算した金額とすることとしました。（第１条による改正後の付則第10条

の２の10関係） 

エ 減税対象車に係る種別割について、国土交通大臣の認定等の申請をした者等の不正行為に起因し種別割の不

足額が発生した場合の当該者が納付すべき種別割の額は、当該不足額に100分の35（現行100分の10）の割合を

乗じて計算した金額を加算した金額とすることとしました。（第１条による改正後の付則第10条の３の３関係） 

(3) その他  

公示送達について、公示事項をインターネットを利用する方法により不特定多数の者が閲覧することができる

状態に置く措置をとるとともに、公示事項が記載された書面を県税事務所等の掲示場に掲示し、または公示事項

を県税事務所等に設置した電子計算機の映像面に表示したものの閲覧をすることができる状態に置く措置をとる

ことによってすることとしました。（第２条による改正後の第９条関係） 

２ 滋賀県産業廃棄物税条例（平成15年滋賀県条例第６号）の一部改正 

  地方税法（昭和25年法律第226号）の一部改正による条項の移動に伴い、必要な規定の整理を行うこととしました。

（第３条関係） 

３ その他 

(1) この条例は、公布の日から施行することとしました。ただし、１(1)イ、１(2)ア、ウおよびエならびに２は令和

６年１月１日から、１(2)イは令和７年４月１日から、１(3)は地方税法等の一部を改正する法律（令和５年法律第

１号）附則第１条第12号に掲げる規定の施行の日から、それぞれ施行することとしました。 

(2) この条例の施行に関し必要な経過措置を定めることとしました。 

(3) その他必要な規定の整備を行うこととしました。 

○ 滋賀県税の課税免除および不均一課税に関する条例の一部を改正する条例（条例第37号） 

１ 離島振興対策実施地域における課税免除について、次のとおり改正することとしました。 

(1) 対象となる区域を離島振興計画に記載された産業の振興を促進すべき県内の区域とすること。（第２条および

第４条関係） 

(2) 対象となる事業を離島振興計画において振興すべき業種として定められた事業に限ること。（第２条関係） 

(3) 課税免除の適用期限を令和７年３月31日まで延長すること。（第４条関係） 

２ 促進区域における不均一課税の適用期限を令和７年３月31日まで延長することとしました。（第６条関係） 

３ その他 

(1) この条例は、公布の日から施行し、改正後の滋賀県税の課税免除および不均一課税に関する条例の規定は、令

和５年４月１日から適用することとしました。 

(2) この条例の施行に関し必要な経過措置を定めることとしました。 

(3) その他必要な規定の整備を行うこととしました。 

○ 滋賀県行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用等に関 

する条例の一部を改正する条例（条例第38号） 

１ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）第９条第２項

の規定に基づき、個人番号を利用することができる事務として条例で定める事務に、知事が利用することができる

事務として、「生活保護法（昭和25年法律第144号）の規定に準じて行う生活に困窮する外国人に対する保護に関す

る事務であって規則で定めるもの」を追加することとしました。（別表第１関係） 

２ この条例は、令和５年８月１日から施行することとしました。 

○ 滋賀県公共港湾施設の設置および管理に関する条例の一部を改正する条例（条例第39号） 

１ 大津港の駐車場の一般使用の許可を受けた者から使用料を徴収することとしました。（別表第２関係） 

２ この条例は、令和６年４月１日から施行することとしました。 

３ その他必要な規定の整備を行うこととしました。 

○ 滋賀県工業用水道条例および滋賀県水道用水供給条例の一部を改正する条例（条例第40号） 

１ 滋賀県工業用水道条例（昭和43年滋賀県条例第23号）の一部改正 

  工業用水の料金に係る消費税の計算方法を改定することとしました。（第１条による改正後の第21条関係） 

２ 滋賀県水道用水供給条例（昭和53年滋賀県条例第15号）の一部改正 

  水道用水の給水料金に係る消費税の計算方法を改定することとしました。（第２条による改正後の第５条関係） 
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３ その他 

(1) この条例は、令和５年10月１日から施行することとしました。 

(2) この条例の施行に関し必要な経過措置を定めることとしました。 
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